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J:COMケーブルテレビ子会社の局統合に関するお知らせ 

 
株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都千代田区、代表取締役社長：石川 雄三）とグループ会

社である株式会社ジェイコム埼玉・東日本（所在地：埼玉県さいたま市、代表取締役社長 菊池孝太郎）、株

式会社ジェイコム東京（所在地：東京都練馬区、代表取締役社長 足立好久）、株式会社ジェイコム湘南・神

奈川（所在地：神奈川県横浜市中区、代表取締役社長：國分 孝夫）、株式会社ジェイコムウエスト（所在地：

大阪府大阪市、代表取締役社長：原 清）は、2021年 4月 1日付で以下の通り、傘下局の統合を実施しま

す。 

 

＜株式会社ジェイコム埼玉・東日本＞ 
 
変更内容 ＜現 在＞ 

株式会社ジェイコム埼玉・東日本 東上局 （局ブランド名 J:COM 東上） 

株式会社ジェイコム埼玉・東日本 川越局 （局ブランド名 J:COM 川越） 
 
＜変更後＞ 

株式会社ジェイコム埼玉・東日本 東上・川越局 (局ブランド名 J:COM 東上・川越) 

事務所 埼玉県富士見市東みずほ台二丁目 8番 3号 ジェイコム東上ビル （現東上局舎） 

事務所移動時期 2021年 6月初旬 

サービスエリア 

（J:COM東上・川越） 

埼玉県朝霞市、富士見市、ふじみ野市、志木市、三芳町、川越市、鶴ヶ島市、坂戸

市、日高市、三芳町、鳩山町、川島町 
 
 

＜株式会社ジェイコム東京＞ 
 
変更内容 ＜現 在＞ 

株式会社ジェイコム東京 板橋局  （局ブランド名 J:COM 板橋） 

株式会社ジェイコム東京 東京北局 （局ブランド名 J:COM 東京北） 
 
＜変更後＞ 

株式会社ジェイコム東京 板橋・北局 (局ブランド名 J:COM 板橋・北) 

事務所 東京都板橋区志村三丁目 29番 10号 （現板橋局舎） 

事務所移動時期 2021年 5月中旬 

サービスエリア 

（J:COM板橋・北） 

東京都板橋区、北区 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

＜株式会社ジェイコム湘南・神奈川＞ 
 
変更内容 ＜現 在＞ 

株式会社ジェイコム湘南・神奈川 秦野・伊勢原局 （局ブランド名 J:COM 秦野・伊

勢原） 

株式会社ジェイコム湘南・神奈川 小田原局 （局ブランド名 J:COM 小田原） 
 
＜変更後＞ 

株式会社ジェイコム湘南・神奈川 西湘局 (局ブランド名 J:COM 西湘) 

事務所 神奈川県小田原市板橋 888 （現小田原局所在地） 

事務所移動時期 2021年 7月以降 （予定） 

サービスエリア 

(J:COM西湘) 

神奈川県小田原市、秦野市、伊勢原市、開成町、南足柄市 

 

 

＜株式会社ジェイコムウエスト＞ 
 

変更内容 ＜現 在＞ 

株式会社ジェイコムウエスト 吹田局 （局ブランド名 J:COM 吹田） 

株式会社ジェイコムウエスト 豊中・池田局 （局ブランド名 J:COM 豊中・池田） 
 
＜変更後＞ 

株式会社ジェイコムウエスト 北大阪局 (局ブランド名 J:COM 北大阪) 

 

事務所 吹田事務所：大阪府吹田市豊津町 1番 21号 エサカ中央ビル 3階 （旧吹田局舎） 

豊中・池田事務所：大阪府豊中市岡上の町 2丁目 1番 8号  

とよなかハートパレット 2階 （旧豊中・池田局舎） 

※2021年 9月上旬 新統合事務所へ移転予定 

サービスエリア 

（J:COM北大阪） 

大阪府 吹田市、豊中市、池田市 

 
 
 

J:COMは、今後も地域密着のケーブルテレビ会社として、暮らしに役立つ地域情報をはじめ、お客さまの

｢心に響く｣上質なエンターテインメントを提供する企業として、地域に貢献してまいります。 
 
 
ジュピターテレコムについて  www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（本社：東京都千代田区）は、1995 年に設立された国内最大手のケーブルテレビ事業・番組供給

事業統括運営会社です。ケーブルテレビ事業は、札幌、仙台、関東、関西、九州・山口エリアの 11社 70局を通じて約 557万

世帯のお客さまにケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話、モバイル、電力等のサービスを提供しています。ホームパ

ス世帯（敷設工事が済み、いつでも加入いただける世帯）は約2,180万世帯です。番組供給事業においては、17の専門チャン

ネルに出資及び運営を行い、ケーブルテレビ、衛星放送、IP マルチキャスト放送等への番組供給を中心としたコンテンツ事業

を統括しています。  ※上記世帯数は 2020年 12 月末現在の数字です。 
 

http://www.jcom.co.jp/

